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一般財団法人日本ダム協会ダム建設功績者表彰規程  

昭 和 5 6 年 4 月 1 5 日 制 定  

（令和 7 年 4 月 1 日最終改正）  

 

  （目   的）   

 第１条   この規程は、一般財団法人日本ダム協会（以下「協会」という。）定款第３

条に定める目的を実施するため、ダム及び河口堰等の施設（以下「ダム等」とい

う。）の建設事業の推進にあたって顕著な功績のあった個人又は団体を表彰し、功

績をたたえるとともに、ダム等の建設事業の推進に寄与することを目的とする。  

 

  （表彰の区分）  

 第２条   表彰は、次の五区分とし、表彰事績基準表の基準に該当した場合に行う。  

   一   ダム等の建設促進に著しく功績のあった場合  

   二   ダム等工事の施工上著しく功績のあった場合  

   三   ダム等の周辺環境保全整備に著しく功績のあった場合  

   四   ダム等に関わる上下流交流に著しく功績のあった場合    

  五  ダム等工事の現場専門分野で著しく功績のあった場合  

 ２  前項各号のうち、永年に亘りダム等事業に関して特に著しい功績があった場合

は、特別に表彰することができる。  

 

  （表  彰）  

 第３条   表彰は、毎年１回定期に行う。  

 ２   前項のほか、臨時に協会が実施する記念式典に際して表彰を行うことができる。  

 ３  表彰は、表彰状及び副賞を授与して行う。  

 

  （表彰候補者の推薦）  

 第４条   協会は、毎年１回、ダム等の起業者及び協会の会員に表彰候補者の推薦を依

頼するものとする。  

 ２  前項の表彰候補者の推薦は、同項の推薦の依頼において定める調書により行うも

のとする。  

 ３  表彰候補者の推薦は、ダム等の建設事業の推進にあたって顕著な功績のあった個

人又は団体の中から推薦を受けるものとする。  

 

 （ 故 人 の 特 別 表 彰 ）  

第 ４ 条 の ２  協 会 は 、 表 彰 事 績 基 準 表 の 基 準 に 該 当 す る 故 人 で あ っ て 、 生

前 特 に ダ ム 等 の 建 設 事 業 の 推 進 に 多 大 な 功 績 が あ っ た 者 を 対 象 と し て 、

故 人 の 特 別 表 彰 を 行 う こ と が で き る 。  

２  故 人 の 特 別 表 彰 は 、 ダ ム 等 の 起 業 者 及 び 協 会 の 会 員 か ら の 推 薦 に 基 づ

き 、 該 当 す る 事 態 の 発 生 後 速 や か に 行 う も の と す る 。  

３  第 ３ 条 第 ３ 項 の 規 定 は 、 故 人 の 特 別 表 彰 に 準 用 す る 。  

 

  （表彰選考委員会）  

第５条   表彰者の決定は、表彰選考委員会において行う。  

２  表彰選考委員会の委員は、５名以内とし、協会会長が委嘱する。ただし、委員長

は、委員の互選により選任する。  



３  委員の任期は、２年とし再任は妨げない。ただし、任期の満了前に委員の交代があ

った場合、後任の委員の任期は、前任の委員の任期の満了する時までとする。    

４  表彰選考委員会は、必要に応じて関係者の意見を聴くことができる。  

５  協会は、前条の故人の特別表彰を決定したときはその旨を表彰選考委員会に報告す

るものとする。  

附  則  

１  この規程は、昭和５６年４月１５日から実施する。  

２  改正後の規程は、平成３年９月３０日から実施する。  

３  改正後の規程は、平成６年９月２８日から実施する。  

４  改正後の規程は、平成９年７月１日から実施する。  

５  改正後の規程は、平成２６年４月１日から実施する。  

６  改正後の規程は、令和元年１２月２４日から実施する。  

７  改正後の規程は、令和３年８月５日から実施する。  

８  改正後の規程は、令和４年７月６日から実施する。  

９  改正後の規程は、令和５年１０月２日から実施する。  

１０  改正後の規程は、令和７年 4 月 1 日から実施する。  



 

 

                         

表  彰  事  績  基  準  表  

 

 

 区    分  

 

       表   彰   事   績   基   準  

 

 

 第  一  号  

 (用地関係 ) 

 

     

 

 

      

      

 

 

   用地問題の円満解決等、ダム等建設着工の促進に著しい  

 功績のあった者で次の何れかに該当する者。  

    ただし、１及び３の場合における当該ダム等は、原則と  

 してダム等完成時以降の場合とする。  

 

       1. 地元（関係地域を含む）関係の推進協力者  

       2. 起業者の用地責任者  

       3. 府県等の立場での推進協力者  

 

 

 第  二  号  

（工事関係）  

 

 

    ダム等工事の施工などダム事業の推進に著しい功績のあっ

 た者。  

 

 

 第   三   号  

（環境関係）  

 

 

    ダム等の環境保全に努め、ダム等周辺の美化等に著しい  

  功績のあった者。  

 

 

 第  四  号  

(上下流交流 ) 

 

 

   ダム等に関する上下流交流を図り、相互理解に功績のあっ

  た者。  

 

 

 第  五  号  

 (専門分野）  

 

 

 

  ダム等工事に関する一般土工・基礎処理・骨材製造等の現

場専門分野でダム等の建設事業の推進に著しく功績のあった

者。  

 

  



ダム建設功績者選考運用方針
（令和７年４月１日最終改正）  

ダム建設功績者の選考にあたっては、規程の基準によるほか以下によるものとす

る。  

１．一般的なこと  

(1) 被表彰者の数

被表彰者の数は、過去の実績を考慮して、概ね３５～４０名程度うち工事関係者

は概ね２０～２５名程度とする。  

(2) 工事関係者のバランス

起業者と施工業者の被表彰者の数は、バランスを失しないよう配慮する。

２．個別的なこと  

(1) 用地関係

イ . 地元関係者については、建設までに長期間を要したことその他のダム等（ダ

ム、河口堰等の施設をいう。以下同じ。）の完成を待たずに表彰してもよい特別

の事由を表彰選考委員会で承認した場合には、ダム等完成以前であっても選考す

ることができる。ただし本体工事発注以後とする。またダム等完成から５年以上

経過した場合、選考から除く。

ロ . 用地職員については、ダム等現場における用地業務の推進に貢献があり、か

つ、ダム等現場での用地経験（以下「ダム等現場用地経験」という。）が１０年

以上あり、現在公職についていない者。

この場合においてダム等現場用地経験が７年以上（起業者の現場事務所の管理

職等経験者は５年以上）ある者については、ダム等現場用地経験以外のダム等の

用地業務に関わった経験をダム等現場用地経験に含めることができるものとす

る。  

(2) 工事関係

イ . ダム等工事の施工上著しい功績のあった者で原則として次の要件を満たす

者。

1. ダム等の現場経験が２０年以上あること。

この場合においてダム等の現場経験が１５年以上（ダム工事総括管理技術

者又は小規模ダム工事総括管理技術者の登録を受けている者及び起業者の現

場事務所の管理職等経験者にあっては１０年以上）ある者については、次の

経験をダム等の現場経験に含めることができるものとする。  

a. ダム等の現場経験以外のダム等工事の施工に係る業務に従事した経験

b. 施工業者推薦の者の場合は、東日本大震災の復旧・復興工事などの請負工

事費１００億円以上の大規模土木工事における監理技術者又は主任技術者と

しての従事経験

2. 起業者推薦の者としては６０歳以上、施工業者推薦の者としては５５歳以

上であること。



3. 都道府県の工事関係者の場合は､ダム等の現場経験が１０年以上あり、かつ

ダム等関連業務経験を含めた合計年数が、概ね２０年近くあること。

4. 起業者推薦の者については、公職についていないこと。

5. 施工業者推薦の者については正社員であること。

ロ . 原則として、以下に例示する地位以上の経験者は選考から除く｡

1. 国交省、旧建設省：地整局、地建の局長・部長

2. 道府県関係者：土木担当部局長

3. (独 )水機構、旧水公団関係者：理事・参与・支社長・支局長

4. 大手企業関係者：取締役・執行役員

5. その他大学教授等

(3) 環境関係

同じダム等で、過去に表彰されたものにおいては、前回との関連について推薦調

書に明記すること。  

(4) 上下流交流関係

ｲ. 活動主体

1. 受益地の団体が、ダム等所在地で交流事業等を行っていること。

2. ダム等所在地の団体等の事業活動に、受益地の団体が参加していること。

3. ダム等所在地の団体等が、特に受益地に働きかけ事業化した場合は、ダム

等所在地団体等も受益地の団体と合せて表彰することも可。

ロ . 団体の規模

受益地の団体の規模は、少なくとも１０人以上の団体であること。

ハ . 活動の継続期間

少なくとも、５年以上継続して活動していること。

ニ . 既表彰との関連

過去において、一般財団法人水源地環境センター、公益財団法人河川財団及

び旧国土庁の上下流交流に関する表彰を受けていないこと。  

(5）専門分野関係

イ .ダム等工事に関する一般土木、基礎処理、骨材製造等の現場専門分野でダム等

の建設事業の推進に著しく功績のあった者で原則として次の要件を満たす者。

１  ５５歳以上であること。

２  ダム等の現場経験が２５年以上あること。

３  協会の会員であるダム施工業者又は専門工事業者に所属する者であること。

ロ . (2)ロは専門分野関係に準用する。




